
　「全社的リスクマネジメント体制」では、当社内（コーポ

レート）の各部門およびグループ各社（カンパニーその他グ

ループ会社）が抽出・選定したリスクのうち、経営上対処す

べき重要リスクについて、代表取締役社長を委員長とする

「グループリスクマネジメント委員会」において、集約・一覧

化し、その管理状況をモニタリングしていく取り組みを行っ

ています。

　同委員会を通じて確認したリスク管理状況については「社

長マネジメントレビュー」を実施し、必要な改善措置を講じる

など、次年度のリスク管理の取り組みに反映するとともに、委

員会の議論状況を取締役会に報告することとしています。

リスクマネジメント

グループリスクマネジメントの取り組み

危機管理の取り組み

企業倫理・人権尊重の取り組み

企業倫理・人権

●自然災害、感染症、テロなどの多様化するハザードに対し

て、リスク事象発生時の迅速かつ適切な初動対応を構築す

べく、体系化した規程・マニュアル類の整備、緊急時の情報 

連絡体制の構築、また定期的な訓練などを実施しています。

●昨今の情勢を踏まえて、G7サミット等の大規模イベント時
は、JR西日本グループ全体で、警戒警備体制の強化を図り、

駅・列車・重要施設における「巡回強化」や、AIカメラなど最

新技術を取り入れたセキュリティ対策等を実施しています。

●事業継続計画（BCP）を策定し、危機レベルに応じて柔軟

に業務執行体制の構築が可能となるように危機発生時に

備えています。

●お客様の安全を脅かすリスク低減を図るべく、「食の安全」

や「建築設備の安全」を推進する取り組みを実施していま

す。いずれの取り組みも、JR西日本グループ共通のガイドラ

インを策定し、グループ全体の安全、品質レベルの維持・

向上を図っています。

　なお、「食の安全」については、専門コンサルティング会社

と連携して、日頃からの衛生管理や品質管理、内部監査の実

効性向上、法令改正への対応などを行い、食中毒、健康被害、

法令違反を発生させないよう取り組みを実施しています。

グループリスクマネジメント委員会
（委員長：社長、事務局：ガバナンス推進本部） 取締役会

グループ全体の
重要リスクの一覧化

コーポレート 鉄道
カンパニー

物販・飲食
カンパニー

ホテル
カンパニー

SC
カンパニー

不動産
カンパニー

その他
グループ会社

■ 体制
　当社では「コンプライアンス推進規程」に基づき、ガバナン

ス推進本部が中心となり、企業倫理・人権に関する体制構築

や各部門・グループ会社への指導・支援などを行っています。

　また、経営上重要な事項については、社長を委員長とする

「企業倫理・人権委員会」において社外有識者を交え審議を

行うとともに、審議内容を取締役会に報告し、企業倫理・人権

に関するリスクの低減に適切に取り組んでいます。

　なお、内部通報・相談の件数および概要についても定期的

に取締役会に報告を行っています。

審議内容を報告

企業倫理・人権委員会

ガバナンス推進本部

JR西日本グループ
倫理・人権
ホットライン

社外通報窓口
〈弁護士事務所〉

内部通報・相談窓口

（委員長：社長）

各部門・グループ会社

取締役会
審議内容を報告

内部通報・相談窓口への
通報実績を定例報告企業倫理・人権に関する

経営上重要な事項を付議

・コンプライアンス推進体制の構築
・役員／社員等への教育啓発
・グループ会社への支援　等

調査結果
の報告

調査指示
・依頼報告・協力指導・支援

JR西日本グループ・
取引先企業の社員等

連携 通報・相談

4 価値創造の基盤となる
取り組み

　JR西日本グループでは、「長期ビジョン」「中期経営計画2025」のもと、新たな価値創造へ積極的に挑戦していく観点か

ら、2023年度より「全社的リスクマネジメント体制」を構築し、JR西日本グループにおける経営上、対処すべき重要リスクと

その管理状況をモニタリングしています。

　また、価値創造の基盤の１つである内部統制システムについても、監査等委員会設置会社に移行後のモニタリング型経

営やグループ経営体制の深度化に合わせて、「基本方針」の記載事項につき、重点化・大綱化した改正を行うとともに、社内

規程を新設し、各取締役の責任や具体的な取り組みの責任体制を明確化・体系化することで、内部統制システムの実効性

を高めています。

リスクマネジメント・内部統制システムに関するJR西日本グループの考え方
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企業倫理・人権に関するJR西日本グループの考え方

（写真提供：セントラル警備保障株式会社）

■G7広島サミット：危険物探知犬による警戒警備

■全社的リスクマネジメント体制

　JR西日本グループでは、企業倫理や人権を事業活動の基盤と捉えたうえで、単に法令やルールを守るだけではなく、社会

の皆様からの信認（信頼や期待）に応えることが大切であると考えており、その拠り所として「社員等倫理綱領」などを定め

役員・社員への浸透を図っています。

　このような中で、2023年度に入り、JR西日本グループにおいて、労働時間に関する法令違反、受託事業における不正請求

および賞味期限の改ざんというコンプライアンス違反を立て続けに発生させ、社会の皆様にご迷惑・ご心配をおかけしまし

た。原因究明や再発防止の徹底はもちろんですが、得られた教訓をグループ全体で水平展開するなど、一層のコンプライア

ンス強化に取り組んでいるところです。

　また、事業活動における人権の重要度が高まっていることを受けて、「私たちの志」「JR西日本グループ長期ビジョン

2032」の策定にあわせ、2023年4月に「JR西日本グループ人権方針」を改定いたしました。これからも多様化・複雑化する

人権課題に対し、社内外のステークホルダーの皆様と協力しながら、適切に対応を図っていきます。

　なお当社は、「国連グローバル・コンパクト（UNGC）」に賛同を表明する署名を行い、2023年1月30日付

で参加企業として登録されました。今後も、UNGCが提唱する「人権」「労働」「環境」「腐敗防止」に関わる10

原則の遵守と併せて、持続可能な社会づくりに貢献していきます。

■企業倫理・人権に関する当社の体制

財務戦略人財戦略地域共生 地球環境サステナビリティの
取り組み
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「ビジネスと人権」に関する取り組み

企業倫理・人権

■ 内部通報制度
　JR西日本グループでは、公益通報者保護法等の趣旨に基

づき、企業倫理や人権に関わる内部通報・相談を受け付ける

窓口を社内外に設置しています。社内窓口については、内部

通報・相談窓口の信頼度向上に向けた取り組みとして、

2023年4月に名称を従来の「倫理相談室」から「JR西日本グ

ループ倫理・人権ホットライン」に改称するとともに、担当者

の人数を増やし、メンバーの多様性と専門性を活かした対

応が可能な体制に見直しを行いました。対応にあたっては、

「内部通報・相談に関する規程」に基づき、通報者保護を徹底

しています。

　またこれらの窓口は、事業活動において発生する人権への

負の影響の救済窓口を兼ねており、JR西日本グループの役

員・社員のみならず、取引先従業員をはじめステークホルダー

の皆様からの通報・相談を広く受け付けています。JR西日本

グループが関わる人権侵害や不正の早期発見・早期対処に

取り組むことにより、自浄作用の働く企業風土の構築に努め

ています。

■ 人権デュー・ディリジェンス
　JR西日本グループでは、事業活動を行う中で発生する人権

侵害リスクを特定・軽減するための取り組みとして、人権

デュー・ディリジェンスを実施しています。

　ハラスメントや差別等の人権課題に対しては、これまでも

職場単位でリスクの軽減に向けた取り組みを行っていました

が、日本政府の「責任あるサプライチェーン等における人権

尊重のためのガイドライン」などを参考に、2023年度からは

人権を重要な経営課題と位置づけ直した上で、3年程度のサ

イクルでリスクの特定・軽減および実効性の評価に取り組ん

でいきます。

　現在、社員への企業倫理アンケートや労働組合との対

話、1次サプライヤー向けの「サプライチェーンアンケート」

などを通じてステークホルダーから情報収集を行った上で、

グループ各社で「自己確認アンケート」を実施し、人権に関す

る専門的な知見を有するNGOである「Social Connection 

for Human Rights」にも助言をいただきながら、優先的に

取り組むべきリスクの特定を進めているところです。

　特定された人権侵害リスクに対しては、2023年度中に軽減

に向けた具体的な取り組みを開始する予定です。

■ 救済アクセス
　JR西日本グループでは、「JR西日本グループ倫理・人権ホッ

トライン」および社外窓口を、人権侵害に関する救済窓口（グ

リーバンス・メカニズム）として設定しています。詳しくは「内

部通報制度」（P87）をご参照ください。

■ 教育・啓発
　JR西日本グループの役員・社員などに対し、企業倫理や人

権に関する階層別研修（経営層・管理職・一般社員）を毎年実

施しています。

　特に、組織や職場の「心理的安全性」を高めることが不祥

事防止の第一歩であるとの考えのもと、企業風土の改善やハ

ラスメント防止に力を入れて取り組んでおり、後述の企業倫

理アンケートや内部通報制度を通じて寄せられた事例を、経

営層や管理職への教育啓発に積極的に活用しています。

　また近年は、従来の不祥事防止の取り組みだけでなく、「ビ

ジネスと人権」など世界の潮流に理解を深める取り組みも重

点的に行っています。

　このほか「コンプライアンス瓦版」を定期的に発行し、各職

場での教育・啓発に活用しています。

■JR西日本グループ人権方針
　JR西日本グループでは、すべての役員および社員が、人権

尊重に関する大切にすべき価値観を共有し、ともに行動して

いくため、2019年４月に「JR西日本グループ人権基本方針」

を制定し、グループ全体で人権尊重に関する取り組みを推進

してきました。2023年4月には、企業が事業活動において配

慮すべき人権課題の範囲や対象が拡大していることを踏まえ

て、複数の社外専門家の方々にもアドバイスをいただき「JR西

日本グループ人権方針」として内容の見直しを行っています。

　人権デュー・ディリジェンスや救済アクセスの整備、ステー

クホルダーとの対話など、JR西日本グループの人権尊重の取

り組みについて方針を示すとともに、その内容について、サプ

ライヤーなどに対しても理解・協力をお願いしています。

大阪経済法科大学
菅原 絵美 教授

　責任ある企業活動には人権尊重のためのマネジ

メントが不可欠です。JR西日本グループは、今年4月

に人権方針を改定し、持続可能な社会づくりを目

指し、取引先とともに事業活動全体の中で人権を

尊重していく姿勢と仕組みを示しました。今後は方

針の実効的な運用が課題となります。人権デュー・

ディリジェンスでは、グループ企業および1次取引

先を対象にアンケートによる人権影響評価を実施

しています。業種が多様であれば直面する人権リス

クも多様です。ステークホルダーの声を活かした人

権リスク評価・特定の実施が期待されます。救済手

続では、グループ企業および取引先で働く者が利用

可能なホットラインなどがありますが、より多様な

ステークホルダーが利用でき、かつ専門性と透明性

の高い仕組みづくりが実効性の確保につながりま

す。取り組みの今後の展開に期待しています。

社外有識者からのメッセージ

■ 企業倫理アンケート
　企業風土のモニタリングや不祥事の予兆把握を目的に、JR

西日本グループでは毎年、企業倫理アンケートを実施してい

ます。調査結果は「企業倫理・人権委員会」などの中で経営層

に報告しコンプライアンス上の課題を共有するとともに、「第

２の内部通報窓口」として自由記述を活用するなど、各社・各

職場における不祥事防止の取り組みに役立てています。

　なお、グループ全体で違反割合が高かった「ハラスメント」

については、中期経営計画期間中のKPIを設定し低減に取り

組んでいます。

4 価値創造の基盤となる
取り組み
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■2020～2022年度の件数推移

■2022年度に寄せられた通報・相談の内訳

■人権デュー・ディリジェンスにおけるリスクの特定プロセス

パワハラに
関すること
87件

セクハラに
関すること
18件法令等違反に

関すること
22件

社内規定違反に
関すること
11件

不満・悩み
31件

その他質問等
50件

JR西日本・グループ会社

社員 顧客

労働組合 地域住民

取引先
（1次サプライヤー）

サプライチェーンアンケート内部通報・相談
企業倫理アンケート など お客様の声

地域との対話労使対話

2020年度 2021年度 2022年度

165件 170件

219件

ステークホルダーからの情報収集

リスクの状況確認
●各社で「自己確認アンケート」に回答
●グループ全体の結果を集約し、リスクの発生状況などを確認

リスクの重要性評価
●Social Connection for Human Rightsの助言、および、
　「自己確認アンケート」の結果を踏まえ、リスクの深刻度などを評価

優先順位の決定
●リスクマップを作成し、優先的に対処すべきリスクを絞り込み
●絞り込んだリスクに対し、対応の方向性を検討

財務戦略人財戦略地域共生 地球環境サステナビリティの
取り組み
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